
令和５年度

大津町 一般会計補正予算の概要

（専決）

令和５年度　繰越の概要

令和６年度

大津町 一般会計・特別会計補正予算の概要

（専決）

（６月補正）



承認第３号　　令和５年度　大津町一般会計補正予算 （第１６号）

歳出

節 補正額 補正額の主な説明

2 ．1 ． 12
746

P

歳入

節 補正額 補正額の主な説明

18 ．1 ． 1
1,805

P

歳出

節 補正額 補正額の主な説明

2 ．1 ． 25
1,756

P

2 ．1 ． 24
△ 2,600

P

歳入

節 補正額 補正額の主な説明

2 ．1 ． 1
△ 512

P

2 ．2 ． 1
9,857

P

2 ．3 ． 1
1,491

P

2 ．4 ． 1
△ 456

P

3 ．1 ． 1
△ 1,014

P

4 ．1 ． 1
5,056

P

5 ．1 ． 1
△ 502

P

1 交付金の額の確定に伴うもの。

株式等譲渡所得割
交付金

株式等譲渡所
得割交付金

13

1 交付金の額の確定に伴うもの。

配当割交付金 配当割交付金
12

1 交付金の額の確定に伴うもの。

利子割交付金 利子割交付金
12

1 譲与税の額の確定に伴うもの。

森林環境譲与税 森林環境譲与
税12

1 譲与税の額の確定に伴うもの。

航空機燃料譲与税 航空機燃料譲
与税11

1 譲与税の額の確定に伴うもの。

自動車重量譲与税 自動車重量譲
与税11

総務部　財政課

目　名

1 譲与税の額の確定に伴うもの。

地方揮発油譲与税 地方揮発油譲
与税11

11 ・企業版ふるさと納税基金積立実績による減額
　実績額31,900,110円-予算額34,501,000円地域づくり推進費 積立金

17

総務部　総合政策課

目　名

6 ・代理受領ふるさと寄附金の実績による増額
　送金額2,755,070円-予算額1,000,000円企画費 寄附金

17

総務部　総合政策課

目　名

1 ・代理受領ふるさと寄附金の実績による増額
　寄附実績額2,805千円-予算額1,000千円一般寄附金 一般寄附金

16

補正予算の概要

総務部　総務課

目　名

2 定額減税を職員給与等に適用させるためのシステムの改修委
託。人事秘書費 委託料

17

1



6 ．1 ． 1
2,751

P

7 ．1 ． 1
5,980

P

8 ．1 ． 1
13,165

P

9 ．1 ． 1
1,417

P

10 ．2 ． 1
2,612

P

11 ．1 ． 1
122,017

P

19 ．2 ． 1
△ 403

P

歳出

節 歳出 補正額の主な説明

13 ．1 ．
150,998

P

歳出

節 補正額 補正額の主な説明

9 ．1 ．
0

P

歳出

節 補正額 補正額の主な説明
8 ．3 ．

0
P

都市整備部　都市計画課

目　名
6 【復興基金創意工夫分充当による財源組替】

　地盤改良補助事業　2件　　400千円のうち
　復興基金創意工夫分　　　  400千円

熊本地震関係費

19

総務部　防災交通課

目　名

5 【復興基金創意工夫分充当による財源組替】
　災害用備蓄食料購入費　　2,247千円分のうち
　復興基金創意工夫分　　　 2,247千円

災害対策費

19

目　名

1 補正に伴う財源を調整するもの。
予備費

19

5 令和５年度の対象事業確定に伴う繰入れ。
　補正前 3,826千円 → 補正後 3,423千円（補正額 △403千円）
　令和５年現年分：2,647千円
　令和５年度繰越明許分：776千円
　令和５年度総額 3,423千円

熊本地震大津町
復興基金繰入金

熊本地震大津
町復興基金繰
入金16

総務部　財政課

1 地方交付税（特別交付税）の額の確定に伴うもの。
　特別交付税　令和５年度総額　332,017千円地方交付税 地方交付税

15

1 交付金の額の確定に伴うもの。
新型コロナウイルス感
染症対策地方税減収
補填特別交付金

14

1 交付金の額の確定に伴うもの。
　環境性能割交付金　725千円
　自動車取得税交付金　 692千円
　（令和５年度総額　12,217千円）

環境性能割交付金 環境性能割交
付金14

新型コロナウイルス感染
症対策地方税減収補填
特別交付金

1 交付金の額の確定に伴うもの。

地方消費税交付金 地方消費税交
付金14

1 交付金の額の確定に伴うもの。

法人事業税交付金 法人事業税交
付金13

1 交付金の額の確定に伴うもの。
ゴルフ場利用税交付金 ゴルフ場利用税

交付金13

2



承認第３号　　令和５年度　大津町一般会計補正予算 （第１６号）

歳入

節 補正額 補正額の主な説明

15 ．2 ． 1
△1,410

P

歳出 単位：千円
節 補正額 補正額の主な説明

2 ．1 ．
0

P

歳入

節 補正額 補正額の主な説明

16 ．2 ． 1
△ 10,954

P

歳出 単位：千円
節 補正額 補正額の主な説明

3 ．1 ．
0

P

歳出 単位：千円
節 補正額 補正額の主な説明

3 ．2 ．
0

P

歳出 単位：千円
節 補正額 補正額の主な説明

7 ．1 ．
0

P

産業振興部　商業観光課
目　名

6 【財源組替】
燃料価格高騰対策運送事業者支援事業補助金　23,581千円の
うち
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金：15,764千
円　充当
物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金：2,739千円　充当
を減額

新型コロナウイルス感染症対策費

18

健康福祉部　子育て支援課
目　名

7 【財源組替】
保育所等副食費負担軽減補助金　1,063千円のうち
・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金：57千円
充当
・物価高騰対応生活者支援交付金：63千円　充当を減額

新型コロナウイルス感染症対策費

18

健康福祉部　福祉課
目　名

12 【財源組替】
電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金　137,906千円の
うち
・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金：875千
円　充当
・物価高騰対応生活者支援交付金：825千円　充当を減額

物価高騰対応重点支援給付金　262,749千円のうち
・物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金：2,651千円　充
当を減額
・物価高騰対応生活者支援交付金：2,651千円　充当

新型コロナウイルス感染症対策費

17～18

総務部　財政課

目　名

1 物価高騰対応生活者支援交付金
　交付実績額67,502千円-予算額78,456千円総務費県補助金 総務費補助金

15

総務部　総合政策課
目　名

21 【財源組替】
ＬＰガス使用世帯支援補助金　115,142千円のうち
・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金：12,716
千円　充当を減額
・物価高騰対応生活者支援交付金：12,717千円　充当を減額

新型コロナウイルス感染症対策費

17

総務部　総合政策課

目　名

5 ・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,980千円
　交付実績額211,255千円-予算額207,275千円
・物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　△5,390千円
　県総合交付金の増額に伴う減額

総務費国庫補助金 総務費補助金
15

【新型コロナウイルス対策関連】
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令和５年度大津町一般会計
単位：千円

目　名 事業名 繰越額 繰越の主な説明

２．１．２

（５年度全体額　－　５年度執行額　＝　翌年度繰越額）
      746千円　　－　　　　0千円　　　＝　　　746千円

２．１．２１

（５年度全体額　－　５年度執行額　＝　翌年度繰越額）
 　115,142千円　　－　   69,330千円　 ＝　　45,812千円

２．２．２

（５年度全体額　－　５年度執行額　＝　翌年度繰越額）
　　2,152千円　　－　　0千円　　　＝　　2,152千円

２．３．１

（５年度全体額　－　５年度執行額　＝　翌年度繰越額）
　　9,471千円　　－　　　　0千円　　　＝　　9,471千円

２．３．１

（５年度全体額　－　５年度執行額　＝　翌年度繰越額）
　　14,866千円　　－　　　　0千円　　　＝　　14,866千円

３．１．１２

（５年度全体額　－　５年度執行額　＝　翌年度繰越額）
　　83,398千円　　－　63,666千円　　　＝　　19,732千円

３．１．１２

（５年度全体額　－　５年度執行額　＝　翌年度繰越額）
　　50,282千円　　－　42,603千円　　　＝　　7,679千円

４．１．９

（５年度全体額　－　５年度執行額　＝　翌年度繰越額）
　　33,575千円　　－　33,202千円　　＝　　373千円

８．１．１

（５年度全体額　－　５年度執行額　＝　翌年度繰越額）
      402千円　　－　　　134千円　　　＝　　　268千円

代理人委託料 268

境界確定請求事件の判決に時間を要しているため、令和6年度に
繰り越すもの。土木総務費

低所得者支援給付金
（こども加算）事業

7,679

低所得者支援給付金事業（こども加算）が令和5年度から令和6年
度に渡る事業であり予算を繰り越すもの。新型コロナウイル

ス感染症対策費

新型コロナウイルスワ
クチン接種事業

373

国の新型コロナウイルスワクチン接種事業は令和5年度で終了し
たが、接種委託料など令和6年度に支払いが発生するものを補助
対象とするため。

新型コロナウイル
ス感染症対策費

住民基本台帳システ
ム及び戸籍附票シス
テム改修委託

14,866

戸籍法の改正により、令和5年度事業で住民基本台帳の振り仮名
表記とマイナンバーカードのローマ字表記を追加するために改修
予定だったが、令和5年度内に完了させることが困難であるため、
令和6年度に繰り越し改修を行う。

戸籍住民基本台
帳費

低所得者支援給付金
（均等割のみ課税）事
業

19,732

低所得者支援給付金事業（均等割のみ課税世帯）が令和5年度
から令和6年度に渡る事業であり予算を繰り越すもの。新型コロナウイル

ス感染症対策費

定額減税に伴う町県
民税システム改修業
務委託

2,152

定額減税の仕様が年度末に確定し、システムにその反映を行い
令和6年度課税を行うが、令和5年度末までの改修完了が見込め
ないことから繰り越すもの。

賦課徴収費

戸籍情報システム改
修委託

9,471

戸籍法の改正により、令和5年度事業で戸籍に氏名の振り仮名を
追加するためにシステム改修を行う予定だったが、令和5年度内
に完了させることが困難であるため、令和6年度に繰り越し改修を
行う。

戸籍住民基本台
帳費

ＬＰガス使用世帯支援
補助金

45,812

ＬＰガス使用世帯支援補助金が令和5年度から令和6年度に渡る
事業であり予算を繰り越すもの。新型コロナウイル

ス感染症対策費

繰越明許の概要(令和５年度)

定額減税に伴うシステ
ム改修業務委託

746

令和6年6月の給与等から定額減税を適用するために、人事給与
システム等の改修を行うが、令和5年度末までの改修完了が見込
めないことから繰り越すもの。

人事秘書費

5



８．２．３

（５年度全体額　－　５年度執行額　＝　翌年度繰越額）
    63,002千円　　－　35,884千円　　　＝　27,118千円

８．２．３

（５年度全体額　－　５年度執行額　＝　翌年度繰越額）
　192,119千円　 －　133,598千円　  ＝　58,521千円

８．２．３

（５年度全体額　－　５年度執行額　＝　翌年度繰越額）
　127,540千円　 －　49,500千円　　 ＝　78,040千円

８．２．３

（５年度全体額　－　５年度執行額　＝　翌年度繰越額）
　45,975千円　　－　32,150千円　　　＝　13,825千円

８．２．３

（５年度全体額　－　５年度執行額　＝　翌年度繰越額）
　665,650千円　 －　0千円　　　　  　＝　665,650千円

８．３．１

（５年度全体額　－　５年度執行額　＝　翌年度繰越額）
　  7,000千円　　－　　　 　0千円　　　＝　   7,000千円

８．３．２

（５年度全体額　－　５年度執行額　＝　翌年度繰越額）
   42,000千円　　－　 9,647千円　　　＝　 32,353千円

８．３．５

（５年度全体額　－　５年度執行額　＝　翌年度繰越額）
 483,744千円　　－　　　　0千円　　　＝　483,744千円

８．３．６

（５年度全体額　－　５年度執行額　＝　翌年度繰越額）
　　2,511千円　　－　1,511千円　　　＝1,000千円

８．４．１

（５年度全体額　－　５年度執行額　＝　翌年度繰越額）
　12,600千円　　 －　　0千円　 　　　　＝　12,600千円

１０．２．１

（５年度全体額　－　５年度執行額　＝　翌年度繰越額）
　　8,995千円　　－　　6,995千円　　＝　　2,000千円

公営住宅建替基本計
画策定業務委託

12,600

公営住宅等長寿命化計画に基づく、建替・集約の方針を定めるた
めの調査等に時間を要しているため、令和6年度に繰り越し、計
画策定を行うもの。

住宅総務費

美咲野小学校プレハ
ブ校舎借上事業

2,000

次年度のクラス数が判明する年度末に学校側と協議する場を設
け、プレハブ撤去を決定したため、工事スケジュールの調整が必
要となった。

学校管理費

都市再生整備計画事
業

483,744

肥後大津駅周辺バス転回広場整備に伴う用地交渉に時間を要し
ているため、令和6年度に繰り越し、整備を行うもの。社会資本整備総

合交付金事業費

耐震改修補助事業 1,000

施工業者の不足により工事を令和5年度内に完了させることが困
難であるため、令和6年度に繰り越し、耐震改修事業を行うもの。熊本地震関係費

道路整備計画策定業
務

7,000

将来交通量推計に必要となる諸元値の設定（開発要素）や、踏ま
える必要のある肥後大津駅周辺まちづくり基本構想（別途発注）
の策定に不測の日数を要したため、令和6年度に繰り越し、計画
策定を行うもの。

都市計画総務費

公園施設長寿命化対
策支援事業

32,353

設備の配置箇所等の検討に不測の日数を要し、令和5年度内に
完了させることが困難であるため、令和6年度に繰り越し、改築事
業を行うもの。

公園緑地費

防災・減災対策等強
化事業

13,825

町道杉水水迫線排水対策に伴う用地交渉が難航しているため令
和6年度に繰り越すもの。道路新設改良費

都市再生整備計画事
業

665,650

杉水地域で計画されている工業団地の計画に合わせて設計業務
委託、用地買収、工事等の事業着手を計画しており、工業団地の
計画が定まっていないため令和6年度に繰り越すもの。

道路新設改良費

道路新設事業 58,521

町道工業団地線歩道整備に係る用地交渉が難航しているため令
和6年度に繰り越すもの。また、杉水水迫線舗装工事に伴う隣接
企業の動線確保に対し協議に時間を要したため繰り越すもの。

道路新設改良費

緊急自然災害防止対
策事業

78,040

東道免地区急傾斜地対策工事については、工事地内の樹木伐採
に時間を要したため繰越すもの。後迫地区急傾斜地対策工事に
ついては、地権者の事業同意に時間を要したため繰り越すもの。

道路新設改良費

道路ストック事業 27,118

境目橋橋梁補修工事については、工事発注後に埋蔵施設が出る
など設計の見直しに時間を要したため翌年度に繰り越すもの。井
手上橋橋梁補修工事については、発注時期に災害復旧工事が隣
地にて行われ地元住民の動線を確保するため工事を繰り越して
実施するもの。

道路新設改良費

6



令和５年度大津町工業団地整備事業特別会計
単位：千円

目　名 事業名 繰越額 繰越の主な説明

１．１．２

（５年度全体額　－　５年度執行額　＝　翌年度繰越額）
　642,970千円　　－　1,326千円　　 　＝　641,644千円

令和５年度大津町公共下水道事業会計
単位：千円

目　名 事業名 繰越額 繰越の主な説明

１．１．１

（５年度全体額　－　５年度執行額　＝　翌年度繰越額）
　　217,400千円 － 170,111千円　 　＝　　47,289千円

令和５年度大津町工業用水道事業会計
単位：千円

目　名 事業名 繰越額 繰越の主な説明

１．１．１

（５年度全体額　－　５年度執行額　＝　翌年度繰越額）
　　8,393千円 － 0千円＝8,393千円

高圧受電盤内機器更
新事業

8,393

本工事において、材料の納品までに不測の日数を要し、またユー
ザー企業のメンテナンス時期にあわせて工事を行う必要があるた
め。

工業用水道建設
改良費

工業団地整備事業 641,644

新規工業団地の整備に伴う設計や各種調査業務について、用地
交渉が難航しているため令和6年度に繰り越すもの。事業費

社会資本整備総合交
付金事業（下水道事
業）

47,289

調査に伴う機材及び工事資材の調達遅延により予定工期（期間）
内での竣工（完了）が困難となったため。建設改良費

7



令和５年度大津町公共下水道事業会計
単位：千円

目　名 事業名 繰越額 繰越の主な説明

１．１．１

（５年度全体額　－　５年度執行額　＝　翌年度繰越額）
　165,000千円　　－　10,406千円　　　＝　154,594千円

事故繰越しの概要(５年度)

社会資本整備総合交
付金事業（下水道事
業）

154,594

汚泥脱水機更新工事において、資材の調達に不測の日数を要し
予定工期（期間）内での竣工（完了）が困難となったため。建設改良費

8



承認第４号　　令和６年度　大津町一般会計補正予算 （第１号）

歳出
節 補正額（千円） 補正額の主な説明

13 ．1 ．
7,100

P

歳出
節 補正額（千円） 補正額の主な説明

10 ．3 ． 14
7,100

P

教育部　教育施設課
目　名

1 中学校施設改修工事
大津北中学校の消防設備が突然機能しなくなったため、消防設
備を早期に復旧し、学校施設の安心安全を確保するため。
【当初 14,218千円 → 5月補正後 21,318千円】

学校管理費 工事請負費
10

補正予算の概要

総務部　財政課
目　名

1 補正に伴う財源を調整するもの。
予備費

10

9



議案第５６号　　令和６年度　大津町一般会計補正予算 （第２号）

歳出
節 補正額（千円） 補正額の主な説明

2 ．1 ． 3
255

P

8
900

10
90

2 ．1 ． 25
100

P

歳入
節 補正額（千円） 補正額の主な説明

16 ．2 ． 1
4,400

P

21 ．5 ． 1
33,422

P

歳出
節 補正額（千円） 補正額の主な説明

2 ．1 ． 12
△ 2,449

P

2 ．1 ． 18
2,500

P

歳入
節 補正額（千円） 補正額の主な説明

19 ．2 ． 1
△ 120,000

P

19 ．2 ． 1
3,066

P

総務部　財政課
目　名

5 熊本地震からの復旧・復興事業に係る市町村創意工夫事業に
充当するために繰り入れるもの
・地域水道施設復旧事業費補助金　　3,066千円
【当初 78,117千円 → 6月補正後 81,183千円】

熊本地震大津
町復興基金繰
入金12

4 見込みによる減額
　見込額：910,000千円－予算額：1,030,000千円
【当初 1,030,000千円 → 6月補正後 910,000千円】

財政調整基金繰入金 財政調整基金
繰入金12

熊本地震大津町復
興基金繰入金

地方公共団体情報システム標準化・共通化対応業務委託
業務委託工数等の精査による減額
【当初 81,436千円 → 6月補正後 78,987千円】

12 台湾東部沖地震に係る災害見舞金
県内３１町村（各10万円）及び熊本県町村会（190万円）により、
総額500万円の見舞金を被災地域へ贈るもの

諸費 寄附金
14

　総務部　　総合政策課
目　名

総務部　　総合政策課

1 電源立地地域対策交付金
町道内牧線道路改良事業へ充当総務費県補助金 総務費補助金

11

2 コミュニティ助成事業助成金　2,500千円
（一財）自治総合センター助成事業
宝くじ社会貢献広報事業の１つとしてコミュニティ助成事業があ
り、令和５年度に森区が申請し、採択された助成金。

デジタル基盤改革支援補助金（標準化・共通化）　30,922千円
地方公共団体情報システムの標準化・共通化移行に伴う補助
金。国の補助金上限額引き上げによる増額。
【当初 48,064千円 → 6月補正後 78,986千円】

雑入 雑入
12

消耗品費
能登半島地震被災地支援派遣職員にかかる消耗品費
３人分
【当初 264千円 → 6月補正後 354千円】

需用費

特別旅費
能登半島地震被災地支援派遣職員にかかる特別旅費
３人分
【当初 1,950千円 → 6月補正後 2,850千円】

旅費

総務部　総務課
目　名

2 時間外勤務手当
能登半島地震被災地支援派遣職員にかかる時間外勤務手当
３人分
【当初 2,890千円 → 6月補正後 3,145千円】

人事秘書費 職員手当等
14

補正予算の概要

電子計算費 委託料
14

目　名

11 補助金
５．コミュニティ助成事業補助金
宝くじ社会貢献広報事業の１つとしてコミュニティ助成事業があ
り、令和５年度に森区が申請し、採択された（250万円）
事業内容：コミュニティ無線整備

地域づくり推進費 負担金、補助及
び交付金14

7

10



歳出
節 補正額（千円） 補正額の主な説明

13 ．1 ．
3,682

P

歳入
節 補正額（千円） 補正額の主な説明

16 ．2 ． 1
△ 1

P

21 ．5 ． 1
2,000

P

歳出
節 補正額（千円） 補正額の主な説明

9 ．1 ． 18
1,999

P

歳出
節 補正額（千円） 補正額の主な説明

4 ．1 ． 18
3,066

P

歳出
節 補正額（千円） 補正額の主な説明

2 ．2 ． 3
198

P

歳出
節 補正額（千円） 補正額の主な説明

3 ．1 ． 10
772

P

歳入
節 補正額（千円） 補正額の主な説明

15 ．2 ． 1
89,469

P

16 ．2 ． 3
△11,185

P

22 ．1 ． 2
△60,000

P

総務部　財政課
目　名

1 補正に伴う財源を調整するもの
【当初 69,930千円 → 6月補正後 73,612千円】予備費

20

総務部　防災交通課
目　名

5 補助金
２．コミュニティ助成事業補助金　1,999千円
宝くじ社会貢献広報事業の１つとしてコミュニティ助成事業があ
り、令和５年度に杉上区が申請し、採択された（200万円）
事業内容：防災備蓄倉庫、テント、発電機等購入
【当初 1千円 → 6月補正後 2,000千円】

災害対策費 負担金、補助及
び交付金19

職員手当等

社会福祉施設整備事業債（護川小学校校区学童保育施設建設
事業）
護川小学校校区学童保育施設建設に係る国庫補助額の増加に
伴う減額
【当初 76,600千円 → 6月補正後 16,600千円】

健康福祉部子育て支援課
目　名

1 子ども・子育て支援施設整備交付金
護川小学校校区学童保育施設建設に係る補助基準額及び補
助率の嵩上げによる増額
【当初 22,367千円 → 6月補正後 111,836千円】

民生費国庫補助金 児童福祉費補
助金11

健康福祉部　福祉課
目　名

5 修繕料
　老人福祉センター給水設備修繕　　　　354千円
　老人福祉センター浴場用設備等修繕　418千円
【当初 1,363千円 → 6月補正後 2,135千円】

老人福祉センター運営費 需用費
16

住民生活部　税務課
目　名

1 会計年度任用職員の期末勤勉手当
【当初 516千円 → 6月補正後 714千円】税務総務費

15

2 コミュニティ助成事業助成金
（一財）自治総合センター助成事業
宝くじ社会貢献広報事業の１つとしてコミュニティ助成事業があ
り、令和５年度に杉上区が申請し、採択された助成金。

雑入 雑入
12

総務部　防災交通課
目　名

1 コミュニティ助成事業助成金
（一財）自治総合センター助成事業の財源確定による減額
（21-5-2　コミュニティ助成事業助成金にて計上）
【当初 1千円 → 6月補正後 0千円】

総務費県補助金 総務費補助金
11

住民生活部　環境保全課
目　名

3 補助金
地域水道施設復旧事業費補助金（町補助率2/3）
（調査設計費用）4,598千円×2/3＝3,066千円

環境衛生費 負担金、補助及
び交付金17

2
民生債 児童福祉債

13

2 放課後児童クラブ整備費補助金
護川小学校校区学童保育施設建設に係る国庫補助額の増加に
伴う減額
【当初 22,367千円 → 6月補正後 11,182千円】

民生費県補助金 児童福祉費補
助金11

11



歳出
節 補正額（千円） 補正額の主な説明

3 ．2 ． 8
121

P

歳入
節 補正額（千円） 補正額の主な説明

21 ．5 ． 1
38,968

P

歳出
節 補正額（千円） 補正額の主な説明

4 ．1 ． 10
129

P

12
37,890

18
1,079

歳出
節 補正額（千円） 補正額の主な説明

8 ．3 ． 3
120

P

8
63

歳出
節 補正額（千円） 補正額の主な説明

8 ．2 ．
0

P

歳入
節 補正額（千円） 補正額の主な説明

22 ．1 ． 1
4,900

P

歳出
節 補正額（千円） 補正額の主な説明

10 ．2 ．
0

P

健康福祉部　健康保険課
目　名

2 新型コロナ定期接種ワクチン確保事業助成金
　定期接種への移行期における激変緩和措置としての助成金
　8,300円×接種見込4,695人

雑入 雑入
12

目　名

3 費用弁償
会計年度任用職員の通勤手当
【当初 1,211千円 → 6月補正後 1,332千円】

大津保育園費 旅費
17

健康福祉部　子育て支援課

教育部　教育施設課
目　名

3 【財源組替】
起債内容変更による補正
起債　4,900千円　一般財源　△4,900千円

学校建設費
19

教育部　教育施設課
目　名

7 学校教育施設等整備事業債　△37,400千円
【当初 60,100千円 → 6月補正後 22,700千円】
防災・減災・国土強靭化緊急対策事業債　42,300千円
起債内容変更による増額

教育債 小学校債
13

都市整備部　都市計画課
目　名

1 時間外勤務手当
熊本県併任職員による従事業務にかかる時間外勤務手当
【当初 991千円 → 6月補正後 1,111千円】

都市計画総務費 職員手当等
18

普通旅費
熊本県併任職員による従事業務にかかる普通旅費旅費

3 【財源組替】
町道内牧線視距改良拡幅工事　13,520千円のうち
電源立地対策交付金：4,400千円　充当

道路新設改良費
18

9 印刷製本費
　新型コロナワクチン予診票の印刷代新型コロナウイルス感染症対策費 需用費

17

予防接種委託
　新型コロナワクチン接種費用
　（15,300円-自己負担金7,000円）×対象者8,300人×55%

委託料

補助金
１．予防接種補助金
　新型コロナワクチンを委託医療機関以外で接種した人への補
助金

負担金、補助及
び交付金

都市整備部　建設課
目　名

健康福祉部　健康保険課
目　名

12



歳出
節 補正額（千円） 補正額の主な説明

10 ．5 ． 14
10,600

P

議案第５６号　　令和６年度　大津町一般会計補正予算 （第２号）

歳入
節 補正額（千円） 補正額の主な説明

15 ．2 ． 1
498,978

P

歳出
節 補正額（千円） 補正額の主な説明

3 ．1 ． 1
1,285

P

3
524

8
86

10
412

11
3,456

12
4,337

17
302

19
412,500

定額減税補足給付金　　　　　　　　　　390,000千円
令和６年度非課税化等世帯給付金　　22,500千円扶助費

プリンタ　　　222千円
電話機　　　  80千円備品購入費

定額減税補足給付金システム改修委託
2,060千円
令和６年度非課税化等世帯給付金システム改修委託
2,277千円

委託料

通信運搬費　2,764千円
【当初 815千円 → 6月補正後 3,479千円】
振込手数料　　792千円

役務費

消耗品費（用紙代、コピー代等）　109千円
【当初 294千円 → 6月補正後 403千円】
印刷製本費（封筒印刷代）　       303千円
【当初 51千円 → 6月補正後 354千円】

需用費

費用弁償
会計年度任用職員費用弁償
【当初 257千円 → 6月補正後 343千円】

旅費

時間外勤務手当
【当初 603千円 → 6月補正後 1,127千円】職員手当等

7
図書館運営費

19

図書館古文書室空調機改修工事
　開館時設置した古文書室空調機が使用不能となり、改修して
保存している古文書や絵画の保存を継続して行う。

工事請負費

健康福祉部　福祉課
目　名

1 会計年度任用職員報酬２人
【当初 2,738千円 → 6月補正後 4,023千円】社会福祉総務費 報酬

15～16

【物価高騰対策関係】

総務部　総合政策課
目　名

5
総務費国庫補助金 総務費補助金

11

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金
定額減税補足給付金・非課税化等世帯給付金へ充当（422,902
千円）、R5年度物価高騰対応重点支援給付金事業不足分追加
交付（76,076千円）
【当初 18,555千円 → 6月補正後 517,533千円】

教育部　生涯学習課
目　名

13



議案第５７号　　令和６年度　大津町国民健康保険特別会計補正予算 （第１号）

歳入
節 補正額（千円） 補正額の主な説明

3 ．1 ． 1
4,126

P

歳出
節 補正額（千円） 補正額の主な説明

1 ．1 ． 10
555

P

11
746

12
2,825

【新規】国民健康保険システム改修委託
　マイナンバーカードと健康保険証の一体化に伴うシステム改修
委託

委託料

通信運搬費
　マイナンバーカードと健康保険証の一体化に伴う加入者情報
のお知らせの発送に伴う郵送代
【当初 2,465千円 → 6月補正後 3,211千円】

役務費

健康福祉部　健康保険課
目　名

1 印刷製本費
　マイナンバーカードと健康保険証の一体化に伴う資格確認書
台紙及び加入者情報のお知らせの発送に伴う封筒等の印刷代
【当初 1,585千円 → 6月補正後 2,140千円】

一般管理費 需用費
9

健康福祉部　健康保険課
目　名

2 【新規】社会保障・税番号制度システム整備費等補助金（マイナ
ンバーカードと健康保険証の一体化に伴うシステム改修等事
業・周知広報事業）の交付見込みに伴う国庫補助金（10/10）

社会保障・税番号制
度システム整備費等
補助金

社会保障・税番号
制度システム整備
費等補助金

8

14


